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第１ 日進市民会館・日進市ふれあい工房の管理に関する基本的な考え方 

 

１ 概要 

日進市（以下「市」という。）は、生涯学習基本計画である「第５次日進市生涯学

習４Ｗプラン」に基づき、すべての市民が一人ひとりの能力と個性を伸ばし、それぞ

れの人生を豊かなものとするため、だれもが学習の機会を得られ、文化芸術等に親し

み、生涯を通じての生きがいや充実感を得ることができるような環境づくりを目指し

ています。 

日進市民会館・日進市ふれあい工房(以下「本施設」という。)は、市における生涯

学習推進の考え方のもと、日進市民会館（以下「市民会館」という。）については、

文化活動、余暇活動を育み、個性豊かな地域文化を創造する総合拠点として、平成元

年５月にオープンしました。中央公民館（大ホールをはじめ、視聴覚室、工芸室、調

理実習室など）と勤労福祉会館（小ホールをはじめ、展示ホール、和会議室、会議室

など）の機能を併せ持った複合施設となっています。また、日進市ふれあい工房（以

下「ふれあい工房」という。）については、学習の場を提供するとともに、主に陶芸

の場として平成６年に開設した施設です。 

 

２ 指定管理者が行う管理運営の基本事項 

  本施設の管理運営について、指定管理者は本市生涯学習施策の方向性や事業内容を

踏まえながら、次により進めるものとします。 

 

（１）本施設が生涯学習を始めるきっかけづくりの場、市民相互の学習活動の場、生涯

学習情報の受発信の場であることを踏まえた管理運営を行うこと。 

（２）公の施設として、利用者の意見を反映させた管理運営を行うこと。 

（３）個人情報の保護を徹底すること。 

（４）全ての利用者に公平な運営を行うこと。 

（５）利用料収入の増収を図るとともに、適正な経費で最大のサービスを提供する効率

的な運営を行うこと。 

（６）ゼロカーボン・脱炭素社会に向けた取組を行うこと。 

 

３ 指定管理者が行う業務 

  指定管理者が行う業務は以下のとおりとします。 

 

（１）管理運営に関する業務 

（２）維持管理に関する業務 

（３）受託事業に関する業務 

（４）自主事業に関する業務 

（５）その他の業務 
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第２ 管理運営に関して指定管理者が行わなければならない業務の基準 

 

１ 管理対象施設 

指定管理に係る管理対象施設は、次のとおりです。 

※〈 〉の施設は有料貸出し施設 

※屋外施設の防災倉庫は指定管理者の管理対象外とする。 

施設名称 

日進市民会館 

※ネーミングライツを導入した場合、ネーミングライツパートナ

ーとの契約に基づき、看板やウェブページ、広報チラシ等の媒体

に愛称を使用することとなります。 

所 在 地 日進市折戸町笠寺山 62番地３ 

延床面積 7,290㎡ 

構 造 ＲＣ造一部ＳＲＣ、Ｓ造 地下１階・地上３階 

開設年月日 平成元年５月１日 

主な施設の概要 

中央公民館 

１階〈大ホール〉   3,016㎡ 

〈主催者事務室〉   20㎡ 

〈控室（１）〉        61㎡ 

〈控室（２）〉       27㎡ 

〈練習室〉          41㎡ 

２階〈視聴覚室〉         99㎡ 

〈会議室〉        130㎡ 

〈談話室〉           62㎡ 

３階〈工芸室〉          102㎡ 

〈調理実習室〉      128㎡ 

勤労福祉会館 

１階〈小ホール〉    315㎡ 

〈展示ホール〉   235㎡ 

〈研修室〉      63㎡ 

〈控室（３）〉        20㎡ 

２階〈軽運動室（リハーサル室）〉127㎡ 

３階〈和会議室（１）〉    50㎡ 

〈和会議室（２）〉    53㎡ 

〈会議室〉         52㎡ 

〈大会議室〉         81㎡ 

屋外施設 

自転車置き場  

時計台 

駐車場（臨時駐車場を含む） 
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※窯の使用ローテーションは利用団体と協議し、概ね 10種類のモード設定で温度管

理することと合議している。新たに変更する場合、市と協議することとする。 

 

２ 利用形態 

（１）特別利用 

市及び関係団体が各種事業を実施するために本施設を利用する場合は、特別利用

として学び支援課が調整を行い、指定管理者へ通知します。特別利用は、一般利用

の抽選期間中を除いて随時受付をいたします。なお、選挙や緊急時など極めて公共

性の高い場合は、一般利用等が予約済みであっても、優先して利用することとなり

ます。 

 

（２）一般利用 

市民会館について、一般利用は、３カ月先の抽選申込みと２カ月先の先着受付が

あります。なお、大ホールは 12カ月先、小ホール及び展示ホールは６カ月先の利用

を申し込むことができます。 

ふれあい工房については、一般利用は３カ月先の抽選申し込みと２カ月先の先着

受付があり、団体利用を原則とします。 

 

（３）指定管理者による自主事業のための利用 

指定管理者が自主事業を実施する場合は、一般利用の少ない時間帯において本施

設を利用することができます。自主事業は、その内容等が広く市民を対象とするも

のであることを基本とし、実施にあたっては市との事前協議が必要となります。 

 

 

 

 

 

施設名称 日進市ふれあい工房 

所 在 地 日進市岩崎町六坊乙９番地１ 

延床面積 219㎡ 

構 造 Ｓ造平屋建、Ｓ瓦葺越屋根付 ALC板造 

開設年月日 平成６年４月１日 

主な施設の概要 

 

１階のみ 

（教室）  122.7㎡    （工房）   39.2㎡ 

（倉庫）   26.2㎡    （湯沸室） 16.0㎡ 

（男子便所）6.3㎡     （女子便所）8.6㎡ 
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３ 利用区分 

施設の有料施設の利用時間の区分は次のとおりです。 

 

【市民会館】 

 ※大会議室及び和会議室を全室利用した場合、（１）・（２）の分割利用はできない。 

 ※大会議室及び和会議室を（１）又は（２）に分割利用した場合、全室利用はできな

い。 

 

 

施設名称 利用区分 

中央公民館 

１階 

大ホール 午前９時から４時間を１区分とする ３区分 

主催者事務室 午前９時から４時間を１区分とする ３区分 

控室（１） 午前９時から４時間を１区分とする ３区分 

控室（２） 午前９時から４時間を１区分とする ３区分 

練習室 午前９時から４時間を１区分とする ３区分 

２階 

視聴覚室 午前９時から４時間を１区分とする ３区分 

会議室 午前９時から４時間を１区分とする ３区分 

談話室 午前９時から４時間を１区分とする ３区分 

３階 
工芸室 午前９時から４時間を１区分とする ３区分 

調理実習室 午前９時から４時間を１区分とする ３区分 

勤労福祉会館 

１階 

小ホール 午前９時から４時間を１区分とする ３区分 

展示ホール 午前９時から４時間を１区分とする ３区分 

研修室 午前９時から４時間を１区分とする ３区分 

控室（３） 午前９時から４時間を１区分とする ３区分 

２階 軽運動室（リハーサル室） 午前９時から４時間を１区分とする ３区分 

３階 

和会議室（１） 午前９時から４時間を１区分とする ３区分 

和会議室（２） 午前９時から４時間を１区分とする ３区分 

会議室 午前９時から４時間を１区分とする ３区分 

大会議室全室 午前９時から４時間を１区分とする ３区分 

大会議室（１） 午前９時から４時間を１区分とする ３区分 

大会議室（２） 午前９時から４時間を１区分とする ３区分 
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【ふれあい工房】 

 

４ 休館日及び施設点検日 

休館日は、毎週月曜日（ただし、月曜日が国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法

律第 178号）に規定する休日に当たる場合は、開館するものとする。）及び、12月 28

日から翌年１月４日までの年末年始とします。 

ただし、指定管理者は管理上必要があると認めるときは、教育委員会の承認を得て

休館日を変更し、又は休館日を設けることができます。なお、施設点検を目的とした

休館日は設けていません。このため、休館日を利用するなど利用に支障のない範囲で、

施設点検を実施することとします。 

上記に関わらず、市が改修工事や修繕・点検等が必要と判断した場合、若しくは特

殊な事情により本施設を利用する必要が生じた場合には、市が団体や個人の利用を制

限する場合がありますが、団体や個人の利用を制限する場合であっても、後述する維

持管理業務は実施することとします。 

なお、指定管理期間中に、施設の休止を伴う工事を実施することがあります。 

 

５ 開館時間及び利用時間 

  市民会館の開館時間は、午前８時 30 分から午後９時までとし、有料施設の利用時

間は、午前９時から午後９時までとします。ふれあい工房の開館時間は、午前９時か

ら午後５時までとします。ただし、指定管理者は市の承認を得て開館時間を変更する

ことができます。 

 

６ 利用料金の設定 

 日進市中央公民館条例（昭和 63 年日進町条例第 21 号）、日進市勤労福祉会館条例

（昭和 63 年日進町条例第 20 号）、日進市ふれあい工房条例（平成９年日進市条例第

３号）（以下「条例」という。）で規定する使用料の額の範囲で、利用料金を設定する

ことができます。原則として、設定した利用料金は指定期間内での変更はできません。   

条例で規定する施設使用料は次のとおりです。なお、この料金は指定管理期間内にお

いて見直されることがあります。 

 

（１）市民会館（中央公民館）の使用料 

施設の名称 
使用料の額 

４時間 ８時間 12時間 

中央公民館 １階 

大ホール 41,370円 82,740円 124,110円   

主催者事務室 610円 1,220円 1,830円   

控室（１） 1,870円  3,740円 5,610円 

施設名称 利用区分 

ふれあい工房 １階 工房 午前９時から１時間を１区分とする ８区分 
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控室（２） 610円 1,220円 1,830円   

練習室 1,240円 2,480円 3,720円  

２階 

視聴覚室 3,040円 6,080円 9,120円 

会議室 4,000円 8,000円 12,000円 

談話室 1,870円 3,740円 5,610円 

３階 
工芸室 3,140円 6,280円 9,420円 

調理実習室 3,940円 7,880円 11,820円 

備考 

○利用者が入場料又はこれに類するもの（以下、「入場料等」という。）を徴収するとき

の使用料の額は、この表に定める額に、次に定める率を乗じて得た額とする。ただ

し、準備等の目的で利用する場合はこの限りでない。 

（１）入場料等の最高額が 3,000円を超える場合 ３倍 

（２）入場料等の額が 1,000円を超え 3,000円以下の場合 ２倍 

○準備などで大ホールの舞台のみを使用するときは、この表に定める額の 30%に相当する

額とする。 

○使用料の確定金額に 10円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てる。 

 

（２）市民会館（勤労福祉会館）の使用料 

施設の名称 区分 
使用料の額 

４時間 ８時間 12時間 

勤労福祉 

会館 

１階 

小ホール 

一般者 

9,690円 19,380円 29,070円 

展示ホール 7,230円 14,460円 21,690円 

研修室 1,930円 3,860円 5,790円 

控室（３） 610円 1,220円 1,830円 

２階 軽運動室（リハーサル室） 3,910円 7,820円 11,730円 

３階 

和会議室（１） 1,580円 3,160円 4,740円 

和会議室（２） 1,580円 3,160円 4,740円 

会議室 1,600円 3,200円 4,800円 

大会議室全室 2,490円 4,980円 7,470円 

１階 
小ホール 

勤労者 
7,750円 15,500円 23,250円 

展示ホール 5,770円 11,540円 17,310円 
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研修室 1,440円 2,880円 4,320円 

控室（３） 610円 1,220円 1,830円 

２階 軽運動室（リハーサル室） 2,910円 5,820円 8,730円 

３階 

和会議室（１） 1,040円 2,080円 3,120円 

和会議室（２） 1,040円 2,080円 3,120円 

会議室 1,060円 2,120円 3,180円 

大会議室全室 1,990円 3,980円 5,970円 

備考 

○この表に規定する勤労者とは、次に掲げるものをいう。 

（１）市内に在住し、又は市内の事業所に勤務し、事業主に雇用されている者 

（２）労働組合法（昭和 24 年法律第 174 号）の適用を受けている労働組合で、その事業

所が市内に所在するもの 

○営利、宣伝等を目的として利用する場合は、この表に定める額の３倍に相当する額とす

る。 

○営利、宣伝等を目的としない利用の場合でも、1,000 円以上の入場料等を徴収するとき

は、この表に定める額の２倍に相当する額とする。 

○使用料の確定金額に 10円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てる。 

 

（３）ふれあい工房の使用料 

施設の名称 １時間 

工房（陶芸以外） １階 420円 

工房（陶芸） １階 3,110円 

 

（４）利用料金の徴収 

   指定管理者は、利用者に許可書を発行する際、併せて利用料を徴収すること。徴

収した全ての利用料金について、必要な帳簿を作成することとします。 

 

（５）利用料金以外の受取金 

   利用料金とは別に、次の代金等を利用者から徴収することができます。 

 

ア 受託事業の受講料（材料費の実費相当分を含む。） 

※受講料額は別途市と協議すること。 

イ 粘土代 実費相当 

  ※持込み粘土は禁ずること。 

ウ コピー代１枚 10円（複写機の設置は指定管理者が行う。） 

エ ファクス及び印刷等の利用料 
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７ 利用料金の減免 

市が主催する事業等で施設を利用する場合は、利用料金を減免するものとします。

減免予定額は、概算分を指定管理料に含めて支払い、減免分の利用料金（電気使用料

は除く）に稼働率を乗じた金額を年度末に精算することとします。また、指定管理者

は市長の承認を得て利用料金の減免を行うことができますが、基準を設けた場合は、

原則として指定管理期間終了まで変更を認めません。なお、指定管理者が独自に定め

た減免は、精算の対象となりません。 

 

８ 受付業務 

受付業務は、条例並びに日進市中央公民館管理規則（昭和 63年教育委員会規則等 7

号）、日進市勤労福祉会館管理規則（昭和 63 年日進町規則第 13 号）及び日進市ふれ

あい工房管理規則（平成 18 年教育委員会規則第 21 号）（以下、「規則」という。）の

規定に基づき行うこととします。また、条例及び規則の範囲内において、市の承認を

得て受付方法を変更することができます。 

市民会館を利用する場合は、「あいち共同利用型施設予約システム」により予約を

受付けます。施設予約システムの予約方法については、窓口で予約をする方法、イン

ターネットを利用する方法があります。利用者の予約受付業務については、施設予約

システムの利用を必須とし、予約に関する抽選、受付及びキャンセルなどの取扱いは、

既存のルールを適用します。なお、ふれあい工房については施設予約システムを導入

していません。 

 

９ 利用者支援業務 

施設利用者が円滑に活動できるよう、必要な指導、助言等を行うなど利用者への支 

援を行うこと。また、施設利用に関するリーフレットやウェブサイトなどを作成し、 

利用情報の発信に努めることとします。また、市内芸術文化団体共催事業の運営支

援を行うこととします。（会場設営費を除く） 

 利用者が活用出来るよう、生涯学習人材情報「まちかどネットワーク」に掲載する

講師の登録業務及び「まちかどネットワーク」が活用されるようホームページへの掲

載・更新を行うこととします。 

利用者の利便を図るため、指定管理者の責任において、複合機を設置することとし

ます。なお、コピー料金に関する収入は指定管理者の収入とし、設置に関する費用は

指定管理者の負担とします。 

 

１０ 職員の種別等 

指定管理業務を実施するため、運営業務責任者、副運営業務責任者、従事員を配

置することとします。なお、開館中は常時、運営業務責任者又はその任務を負うも

のを配置することとします。 

指定管理業務を実施するため、施設に配置する必要な職員は次のとおりとします。 

 

（１）運営業務責任者 

本施設の運営業務責任者として、以下の条件を満たす専任の常勤従事員を１名配

置することとします。 
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  ア 生涯学習事業についての見識及び施設管理の実務経験を持ち、サービス水準の

向上への意欲を有していること。 

  イ 利用者からの苦情等に対して迅速かつ丁寧に対応し、本施設の従事員に対する

的確な指揮監督についての能力を有していること。 

  ウ 正社員又は構成員であること。 

 

（２）副運営業務責任者 

運営業務責任者を補佐する者として、以下の条件を満たす副運営業務責任者を２

名以上配置することとします。 

  ア 文化事業企画制作などの業務の経験を十分に有していること。 

  イ 事業の実施、受託事業の企画や運営、広報などの各業務に精通していること。 

  ウ 直接雇用されている者又は構成員であること。 

 

（３）業務に携わる従事員 

本仕様書に掲げる業務に支障のないよう従事員を配置し、管理運営に当たること。 

業務を実施する者は、その内容に応じ、必要な知識、技能及び経験を有すること

とします。 

 

（４）常時施設に配置する職員数 

常時施設に配置する必要最小限度の職員数は原則として次のとおりとし、施設に

必ず配置することとします。法定労働時間の範囲内で開館時間及び開館日に対応で

きる必要人数を確保することとしますが、業務繁忙状況に応じて職員配置人数を変

更することができます。また、業務内容及び市民の利用状況に応じ、指定管理料の

範囲内において人員を増員するなど適宜対処することとします。 

市民会館において、勤務形態により運営業務責任者又は副運営業務責任者の配置

が困難となる時間帯にあっては、事前に市と協議したうえで従事員に代理させるこ

とができるものとします。また、ふれあい工房の業務に携わる従事員は、運営業務

責任者又は副運営業務責任者と連携して管理運営を行うこととします。 

なお、必要な資格を取得していない場合は、指定期間前までに資格取得すること

とします。 

 

職員の種別 配置人数 備 考 

運営業務責任者又は 

副運営業務責任者 
1名以上 

・運営業務責任者は正社員又は構成員 

・副運営業務責任者は直接雇用されてい

る者又は構成員 

従事員 1名以上 

市民会館に配置 

直接雇用されている者又は構成員、パー

ト等 

従事員 1名以上 

ふれあい工房に配置 

直接雇用されている者又は構成員、パー

ト等 

※ただし、職員の配置について、本施設の運営上必要なときは、市は指定管理者か
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らの変更の協議に応ずるものとする。 

※業務内容及び市民の利用状況に応じ、指定管理料の範囲内において人員を増員す

るなど適宜対処するものとする。 

※ふれあい工房には焼成温度に細心の注意を払い、作品の焼成が一定以上のレベル

で完結させられる技術を持った職員を配置するものとする。 

 

１１ 職員研修 

指定管理者は、本施設の設置目的を効果的に実現するため、職員の研修計画を策定 

し、それに基づき研修を実施することとします。 

 また、全国公立文化施設協会、愛知県公立文化施設協議会に加入し、情報収集と研

鑽に努めることとします。 

 

１２ 緊急時の対応 

（１）急病等への対応 

本施設の利用者、来場者等の急な病気、けが等に対応できるよう、対応マニュア 

ルを作成するとともに、近隣の医療機関等と連携し、緊急時には適切な対応を行う 

こと。また、利用者、来場者等が死亡若しくは重傷等の重大な事故が起こった場合 

は、ただちに市にその旨を連絡すること。なお、対応について記録を残し、報告書 

を提出することとします。 

 

（２）災害等への対応 

災害等緊急時の利用者の避難、誘導、安全確保等及び必要な通報等についてのマ 

ニュアルを作成し、緊急事態の発生時には適切に対応すること。また、防火管理者 

を配置し、防火・防災に関する防災計画、消防計画等を作成し、訓練を実施するこ 

と。災害時等、市が本施設を緊急に使用する必要があるときは、市の指示を優先す

ること。さらに、避難所等運営の役割分担の確認及び本施設を避難所等として利用

する場合の費用負担について協議し、その内容に応じて作成された協定その他の書

面に従い適切に対応することとします。 

なお、警察、消防等に要請するような災害等の緊急事態が発生した場合には、た 

だちに市にその旨の連絡をすることとします。 

 

１３ 市及び教育委員会の事業・行事への協力 

市及び教育委員会が主催する事業等については、円滑に実施できるように必ず協力

すること。また、市が共催する行事等についても、軽微な施設管理（会場の開錠・施

錠、落下した展示物を元に戻す）など、積極的に協力することとします。 

 

１４ 遺失物を拾得した場合の処置・保管業務 

本施設内で遺失物を拾得した場合は、拾得物保管表等に記入し、事務所内等の管理 

できる場所にて保管すること。また、貴重品類は必要に応じて警察へ届け出るなどの

対応をすることとします。 
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１５ 苦情等への対応 

指定管理業務において、利用者等から寄せられた苦情等については、適切に対応し、 

必要に応じて市に連絡・協議をして対応することとします。 

 

１６ 備品等貸出業務 

  利用者の活動等の便宜を図るため、備え付け備品等を必要に応じて貸し出すこと。 

書籍資料については、利用者が閲覧等活用できるよう配慮することとします。 

 

１７ 業務の委託 

指定管理者の業務を一括して第三者に委託することはできませんが、事前に市の承 

諾を得て、業務の一部を第三者に委託することができます。 

この場合、第三者の使用は、すべて指定管理者の責任において行い、当該第三者の

責めに帰すべき事由により生じた損害は、指定管理者の責めに帰すものとします。 
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第３ 維持管理に関して指定管理者が行わなければならない業務の基準 

 

１ 建築物保守管理業務 

本施設を適切に管理運営するため、日常的に点検を行い、仕上げ材等の浮き、ひび 

割れ、はがれ、かび等が発生しない状態を維持し、かつ美観を維持するよう努めるこ 

と。修繕が必要な場合、１件あたり 100 万円未満(消費税込み)の修繕は指定管理料の

中から、又は自己の負担において指定管理者が修繕を行うこととします。修繕料が１

件あたり 100万円を超える場合は、市と協議するものとします。 

指定管理者は、本施設を安全、快適かつ安心して利用できるよう、施設の予防保全 

に努めること。建築物の不具合を発見した際は、速やかに市に報告するとともに、併 

せて修繕の手配をすることとします。 

 また、日進市民会館において、建築基準法（昭和 25年法律第 201号）に基づく特定

建築物調査報告、建築設備検査報告、防火設備検査報告を行うこと。業務遂行にあた

っては、法令を遵守し、検査報告書等の提出の必要がある場合は、責任を持って履行

することとします。 

 

２ 設備機器管理業務 

本施設の機能、性能を正常に発揮できる適正な状態に維持するとともに、施設利用

者が快適に施設を利用できる良質な環境を提供すること。業務にあたっては、確実性、

安全性及び経済性に配慮し、予防保全に努めるとともに、設備機器が正常に機能しな

いことが明らかになった場合、機能しない可能性が生じた場合には、速やかに市へ報

告するとともに、対応することとします。 

 

（１）運転監視業務 

設備の適正な運用を図るために行う運転及び監視、並びにこれに関連する電力、 

用水、燃料等の需給状態を管理すること。また、設備に応じて、適切な運転記録を 

取ることとします。 

 

（２）日常点検業務 

日常の機器運転管理、点検、整備を行うこと。また、設備に応じて、適切な運転 

状況の記録を取ることとします。 

 

（３）定期点検・整備業務 

法定点検及び初期性能機能保持のため、年１回以上、運転中の機器を停止して、 

外観点検、機能点検、機器動作特性試験、整備業務を行うこと。その際に、必要な 

消耗品の更新についても、指定管理者の負担により随時行うこととします。 

また、点検及び正常に機能しない場合の対応等について、適切に記録を残し、市

へ報告することとします。 

 

３ 舞台関係総合管理業務 

  日進市民会館の大ホールおよび小ホールにおける円滑な舞台運営のため、音響、照

明、舞台機構オペレーターを統括できるようにすること。ホール利用時には催物に適
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した、音響、照明、舞台機構オペレーターを配置することとします。 

また、舞台の安全管理のため、定期点検・整備業務を行うこととします。 

 

４ 清掃業務 

本施設について、良好な環境衛生、美観の維持に心がけ、施設としての快適な空間 

を保つため、できる限り利用者の妨げにならないよう、適切な方法により清掃業務を 

実施することとします。 

 

（１）日常清掃・消毒 

本施設について日常的な清掃を行い、施設、備品、器具等が常に清潔な状態に保

たれるようにするとともに、感染症対策として適時消毒を実施すること。清掃回数

等の条件は、指定管理者が利用頻度に応じて適切に設定し、特にトイレ等の水周り

の衛生環境に留意すること。また、消耗品は常に補充された状態にすることとしま

す。 

なお、イベントなどで本施設を利用される場合に発生したゴミについては、原則

としてイベント運営者に処理させるとともに、使用した箇所を簡易的に清掃できる

よう支援することとします。 

  

（２）定期清掃 

日常、実施しにくい箇所の清掃を確実に行うため、必要に応じて定期清掃をする 

こととします。 

 

５ 備品管理業務 

備品とは、その品質形状が変わることなく、比較的長期間継続使用できるもので、

取得価格が３万円以上（消費税込み）の物品をいいます。ただし、取得価格が３万円

未満（消費税込み）の物品であっても、比較的長期間にわたりその性質、形状等を変

えることなく使用に耐え得るもので、施設の利用形態に影響を及ぼすものについては、

備品として取り扱うものとします。 

 

（１）備品の管理 

本施設の管理運営に支障をきたさないよう、備え付け備品を適切に管理すること

とします。 

また、その他必要とされる備品の調達・更新、不具合の生じた備品については、

適切に更新し、必要に応じて廃棄処分すること。なお、不用な備品についても、協

議の上、廃棄処分し、施設内に残置することのないようにすること。維持管理に要

する備品は、指定管理料での購入となりますが、指定管理者が自主事業や指定管理

業務以外に必要として調達する備品の購入費は、指定管理者の負担とします。 

 

（２）備品台帳 

市の基準に準じて備品台帳を作成し、確実に管理を行うこと（廃棄の場合も同

じ）。備品台帳に記載する事項は、品名、規格、金額（単価）、数量、購入年月日、

耐用年数等を必ず含むこととします。 
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（３）備品の帰属 

指定管理者が指定管理料で購入した備品は、市の所有に属するものとします。備 

品を廃棄しようとするときは、事前に市の承認を得ることとします。 

なお、指定管理者が自主事業や指定管理業務以外に必要として調達した備品は 、 

指定管理者の所有に属するものとします。 

 

（４）備品の借上 

   指定管理者は、必要とされる備品の借上（リース）を行うことができます。 

 

６ 保安警備業務 

本施設の防犯、防火及び防災に万全を期し、機械警備等を用いるなど、利用者が安 

心して利用できる環境の確保のために保安警備業務を行うこと。業務にあたっては、 

建物の使用目的、使用内容等を充分に把握するとともに、警備業法、労働基準法等、 

関係法令及び監督官庁の指示を遵守することとします。 

利用時間内に本施設を適宜巡回し、不審者、不審車両の進入防止、火気、放置物の 

除去、不審物の発見及び適切な処置等を行うこと。開館時間外は、各階戸締、消灯等

の確認、各室の異常の有無の確認及び各所の火災予防点検を行うこと。侵入者・不審

者等を発見した場合は、適切に対応すること。また、警備日誌を作成することとしま

す。 

 

７ 外構、植栽、駐車場及びその他屋外部分の管理業務 

指定管理者は、本施設の景観を保持するとともに、近隣住民に対する配慮という観

点から、敷地内における外構、施設付属物、駐車場（臨時駐車場を含む）等の維持管

理を適切に行うこと。また、次のとおり敷地内の植栽の管理（除草・草刈、中低木管

理、高木管理）を行うこととします。 

(1) 散水、施肥、害虫駆除、剪定、除草及び草刈を計画的に行い、緑樹の状態を適切

に維持すること。 

(2) 植栽が事業期間内に枯損した場合は、復元を行うこと。 

(3) 業務の実施にあたっては、施設の利用に影響のないように実施すること。 

(4) 利用者及び隣接する周辺民家等に配慮した安全な駐車場管理を行うこと。 

(5) 本施設に隣接する周辺民家等に落葉等が降り積もったり、土砂等が流入したりす 

   ることがないよう、敷地の管理を行うこと。 

 

８ 環境衛生管理業務 

施設利用者が快適に本施設を利用できる良質な環境を提供するため、常に本施設内 

及び敷地内の適切な環境衛生の維持に努めること。業務にあたっては、建物の使用目 

的、使用内容等を充分に把握するとともに、関係法規を遵守することとします。 

 

９ 廃棄物処理業務 

本施設から発生する廃棄物の発生抑制に努めるとともに、適切な方法で処分するこ 
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と。また、廃棄物は可能な限り資源化することとします。 

 

 

第４ 受託事業等に係る業務の基準 

 

指定管理者は、市民に対して、芸術文化に接する機会の提供と情報発信、生涯学習 

の機会の拡大を目的として、下記のとおり受託事業を企画し開催することとします。 

受託事業を実施または変更するときは、市と協議し承認を得るものとし、事業の詳

細については協定書において定めることとします。また、「（※）」の表記がある事業

については、特に創意工夫のある提案を求めます。 

なお、受託事業費は精算対象となります。 

 

事業名 受託内容 

１ 大ホール文化事業 

・コンサート×１（※） 

・演劇またはミュージカル×１（※） 

・古典芸能×１（※） 

・その他×１（※） 

（上記のうち、３種類・３事業以上開催すること） 

２ 生涯学習推進事業 

・市民教室（５講座以上）（※） 

・芸術文化団体協力講座×５ 

・市民企画講座（５講座以上）（※） 

・日進市少年少女発明クラブ運営事業 

３ 文化芸術推進事業 

・「日進市民美術展覧会」開催事業 

・「にっしん子どもアート展」開催事業 

・「にっしんヤングフェスタ」開催事業 

４ 子ども企画・運営事

業 
・子どもが主体となって企画・運営する事業×１（※） 

５ 音楽のまち事業 
・「にっしん音結祭」開催事業×１（※） 

・音楽による子ども育成事業×１（※） 

６ 社会教育推進事業 ・「二十歳の集い」開催事業×１ 

 

【ふれあい工房】 

事業名 受託内容 

７ 陶芸教室事業 
・一般個人向けの陶芸教室（毎月２教室） 

・子ども対象の陶芸教室×１（夏季） 

 

 

１ 大ホール文化事業 

  市民が芸術文化に接することのできる機会を提供するものとして実施するものとし

ます。事業ごとに、テーマ性・企画意図などを明確にし、子どもから高齢者までのあ
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らゆる世代に優れた音楽、演劇等の舞台芸術との出会いの機会を提供することとしま

す。 

 

２ 生涯学習推進事業 

市民が生涯学習や文化芸術活動に取り組むきっかけとなる講座を開催するものとし

ます。すでに生涯学習や文化芸術活動に取り組んでいる市民だけではなく、これから

始めたいと思っている市民や関心の薄い市民も参加することができ、子どもを含む幅

広い年齢層へ向け、多様な分野の講座を開催することにより生涯学習や文化芸術活動

の拡大を図ることを目指すものとします。 

１年間を通して、市民の自発的な学習を応援する、きっかけづくりの場として「に

っしん市民教室」を開講するものとします。講座の講師については「まちかどネット

ワーク」の登録講師を積極的に採用することとします。 

また、市内芸術文化団体協力の元、「芸術文化団体協力講座」を、自らの知識や技

術を生かして人に教えてみたい人による企画提案型の「市民企画講座」を開催するも

のとします。 

子どもの科学的な興味、関心を追求し、創造活動により作品を完成する喜びを得、

科学的発想を育成するとともに、創造性豊かな人間形成を図ることを目的として、学

校だけでは経験できないものづくり体験活動を行う団体である「日進市少年少女発明

クラブ」（以下「発明クラブ」という。）の運営事業を行うものとします。なお、発明

クラブの運営は、日進市の補助金、公益社団法人発明協会の基本運営事業費、一般社

団法人愛知県発明協会の助成金、企業等からの協賛金及び参加者の負担金で行うもの

とし、発明クラブに係る会計は専用通帳にて管理することとします。事業の実施につ

いては、現在、原則、市が実施している形態を引き継ぐものとします。 

 

３ 文化芸術推進事業 

  市民を対象に絵画、工芸、書、写真などの作品を広く募集し、展示する展覧会「日

進市民美術展覧会」を開催し、賞の選定、表彰式、講評会を行うこととします。本事

業の実施にあたっては、市内芸術文化団体と協働するものとします。 

  また、小学生以下の子どもを対象に、絵画、書道、工作などの作品を広く募集し、

展示する展覧会「にっしん子どもアート展」を開催し、賞の選定、表彰式を行うこと

とします。 

また、様々なジャンルの文化活動に取り組む若者たちの活動支援として、発表の機

会となる「にっしんヤングフェスタ」を実施することとします。実施にあたっては参

加団体による実行委員会を形成し、団体同士が交流することで、市民同士のつながり

や文化活動に対する幅広い意識向上を目指すものとします。 

 

４ 子ども企画・運営事業 

 市内在住・在学の 18 歳以下の子どもを対象に、主体性や社会性などの自己形成を

助け、自己肯定感を高めるとともに、自身の様々な課題に柔軟かつたくましく対応で

き、社会人として自立していくことにつながるキャリア教育を推進するものとします。 
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５ 音楽のまち事業 

  市民が「演奏する」「聴く」「体験する」機会を通して音楽文化に親しむことや、市

民同士のつながりを実感し心豊かなまちづくりをすることを目的に演奏発表や来場者

が参加できる音楽ワークショップなどを行う「にっしん音結祭」を開催することとし

ます。出演者については、市内在住、在学、在勤の人で構成された団体もしくは市内

を拠点に活動する団体を優先するものとし、広く募集するものとします。事業につい

ては、テーマを設けるなど、事業全体に一貫性をもたせることとします。 

また、音楽による子ども育成事業として、吹奏楽部活動の地域展開を目指す事業を

実施することとします。初心者には、管打楽器の基礎を学べる場、経験者には、定期

的な合奏練習で実技を重ねる場を提供することとし、小学４年生から高校３年生を対

象とすることで、子どもたちが継続的に心豊かな文化活動を行えるよう促します。本

事業実施にあたっては、児童・生徒に指導実績のある市内の音楽団体と協働するもの

とします。 

 

６ 社会教育推進事業 

 社会の一員として新たな一歩を踏み出す若者を励まし、大人としての自覚を促すこと

を目的とした「二十歳の集い」の開催に際し、参加対象者への案内、記念品の準備、会

場設営、当日の会場誘導（駐車場を含む）をすることとします。 

二十歳の集いは式典と実行委員企画から成ることとし、実行委員は参加対象者より募

集するものとします。 

 

7 陶芸教室事業 

 陶芸文化に触れる機会を創出するため、一般個人向けの陶芸教室を実施することと

します。また、夏休み期間には子ども向けの陶芸教室を実施することとします。 

 

令和６年度実績 

【市民会館】 

事業名 受託内容 

大ホール文化事業 

・コンサート 

「島津亜矢コンサート 2025」 

・演劇またはミュージカル 

「劇団四季ファミリーミュージカル ガンバの大冒険」 

・古典芸能 

「野村萬斎狂言会 2024」 

・その他 

「親子で楽しむ 0 歳からのコンサート＆音楽童話劇 赤

ずきんちゃん」 

生涯学習推進事業 

・市民教室 

「はがき絵」 

「お茶の間ピアノ 名曲を聴こう♪」 

「ナイター英会話（初級）」 
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「俳句に親しむ」 

「書道」 

「心と体が元気になる！アロマテラピー」 

「水彩（基本技法を学ぶ）」 

「心に残る名歌を楽しく！」 

「お菓子作りを楽しむ フランス菓子」 

「心がおどるフレンチ」 

「こどものパンとお菓子の教室」 

「こども茶道教室」 

「腸ハピネス！～腸の快適マスタークラス～」 

「楽しいきょうのごはん」 

「楽しい子ども絵画工作教室」 

・芸術文化団体協力講座 

 「『絵がこんなに描けるんだ！』と驚くあなた」 

「和太鼓を体験してみよう」 

「民踊」 

「染めの花（ポピー）」 

・芸術文化団体共催事業の運営支援（会場設営費を除く） 

子ども企画・運営事業 

・子どもが主体となって企画・運営する事業 

「こどもだけのまちをつくろう！」 

「にっしん ESD講座」 

音楽のまち事業 

・音楽祭開催事業 

 「第５回にっしん音結祭」 

・音楽による子ども育成事業 

 「にっしん管打楽器ジュニアアカデミー2024」 

 

【ふれあい工房】 

事業名 受託内容 

陶芸教室事業 

・一般個人向けの陶芸教室（毎月２教室） 

「にっしん陶芸教室 Ａ教室・Ｂ教室」 

・子ども対象の陶芸教室（夏季） 

「夏休み親子＆子ども陶芸教室」 
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第５ 自主事業等に係る業務の基準 

 

１ 学習講座等の事業 

事前に市の承認を得て、本施設において学習講座等を企画し、料金を徴収して実施

することができます。ただし、指定管理者が実施する自主事業は、市民が広く参加で

きる内容に限ることとし、特定の団体等のみを対象とすることは認めないものとしま

す。 

なお、実施に要する経費はすべて自己の費用とし、自主事業により指定管理者が施

設を利用する場合についても、利用料金を計上するものとします。 

また、事業内容については、「第５次日進市生涯学習４Ｗプラン」を推進し、本市

生涯学習施策の方向性や事業内容を踏まえ、企画するものとします。 

 

（１）実施会場及び時間帯 

一般利用に影響のない範囲で計画するとともに、あらかじめその内容について市

の承認を得ることとします。 

 

（２）料金及び事業内容 

指定管理者が定め、あらかじめその内容について、市の承認を得ることとします。 

 

２ 物販事業 

指定管理者は、目的外使用許可により施設関連用品などを販売する売店や自動販売 

機を設置することができます。 

 

（１）料金・事業内容 

提供・販売する内容、方法及び料金等は指定管理者が定め、あらかじめその内容 

について、市の承認を得ることとします。 

 

（２）目的外使用料 

物販スペースは目的外使用となるため、市が定める規定に基づき使用料を納入

することとします。 

〈参考〉日進市使用料及び手数料条例より抜粋             （税込み） 

行政財産の種類 使用の区分 単位 金額 徴収の時期 

土地 建物の敷地

として使用

する場合 

公衆電話ボックスとして使

用する場合 

1か所1年につき 1,600円 原則として

許可のとき 

食堂、売店等の店舗として

使用する場合 

1m21月につき 150円 

建物 食堂、売店等の店舗として使用する場合 1m21月につき 1,430円 

自動販売機を設置使用する場合 1m21月につき 710円 

備考 ※使用面積が１平方メートル未満であるとき、又は使用面積に１平方メートル未 

満の端数があるときは、１平方メートルとして計算するものとする。 
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   ※金額については、指定管理期間内において見直すことがある。 

 

３ 改修事業 

指定管理者は、自己の負担で、本施設の改修・内装工事を行うことができますが、

工事前にその内容について協議し、市の承認を得ることとします。また、指定管理終

了時に、指定管理者の負担により原状復帰することを原則としますが、市と指定管理

者の両者の合意が得られた場合には、原状復帰を行わずに施設を明け渡すことができ

るものとします。 

 

４ その他事業 

上記の事業のほか、施設の利用促進及び利便性の向上等を配慮した事業（市民向け

各種イベント、その他サービス事業等）を提案し、市の承認を得て実施することがで

きます。また、事前に市の承認を得て備品を購入し、有料で貸し出すこともできます。 

ただし、本施設の空いているスペースを利用して実施する場合、目的外使用となる 

ため、市が定める規定に基づき使用料を納入する必要があります。 
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第６ その他業務の基準 

 

１ 事業計画書 

次年度事業計画書を前年度の２月末日までに作成し、市に提出すること。作成にあ

たっては、市と調整を図ることとします。 

 

２ 事業報告書 

事業報告書の提出期限及び記載する内容は次のとおりとし、書式は市と指定管理者 

で協議のうえ、定めることとします。 

 

（１）月次業務報告書 

提出期限は、翌月 10日とします。（ただし、３月分のみ翌年度４月末まで。） 

 

ア 利用実績（利用者数、利用件数、各種収支、利用料金収入等） 

イ 職員配置状況 

ウ 各種記録（傷病記録、利用者からの苦情記録等） 

 

（２）四半期業務報告書 

提出期限は、７月末日、10月末日、１月末日、翌年度の４月末日までとします。 

 

ア 利用実績（利用者数、利用件数、各種収支、利用料金収入等） 

イ 管理業務の実施状況 

ウ 利用状況分析報告等（利用者数比較分析、利用件数比較分析等） 

エ 修繕実施状況 

オ 備品購入状況 

 

（３）年次事業報告書 

提出期限は、翌年度の４月末日までとします。 

 

ア 利用実績（利用者数、利用件数、各種収支、利用料金収入等） 

イ 管理業務の実施状況 

ウ 利用状況分析報告等 

エ 収支決算書等 

オ 自主事業等の実施状況 

カ 光熱水費の使用状況 

キ 各種記録（要望・苦情等） 

ク 利用者アンケート等の結果 

ケ 自己評価（改善内容等） 

 

３ 自己評価 

指定管理者は、次の方法により利用者等の意見や要望を把握し、問題点とその解決
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策を検討して運営に反映させるよう努めるとともに、結果について市に報告すること。 

市は、事業報告書及び事業評価の結果等を考慮したうえで、指定管理者の業務が基

準を満たしていないと判断した場合、是正勧告を行い、改善が見られない場合には、

指定を取り消すことがあります。 

 

（１）調査の実施 

アンケート等の手法により利用者の意見や満足度等を聴取し、定期的な分析をす

ること。また、利用者から聴取する意見や満足度等の項目は、市と協議して定める

こととします。 

 

（２）施設の管理運営に対する自己評価 

利用者調査の分析により得られた結果をもとに、定期的に施設の管理運営に対す

る自己評価を行い、その結果を事業報告書にまとめて市へ提出することとします。 

 

４ 市が実施するモニタリング等の業務への協力 

市が実施するモニタリングに協力すること。また、市が定期的または必要に応じて

指定管理者との協議を求めた場合は、協力することとします。 
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第７ 経費の考え方 

 

本施設は、平成 18 年度から指定管理者制度を導入して管理運営を行っています。本

施設の運営方法は、従来からの方法を踏襲しつつ、問題発生時には速やかに改善策を講

じるなど、経費節減と市民サービスの向上を目指すこと。また、本施設の維持管理、定

期点検及び清掃等についても従来の内容を基本としつつ、業務内容、発注方法、業者選

択方法などを工夫することで、経費節減と維持管理方法の向上を目指すこととします。 

 経費算定を行う上での参考として、現指定管理者が行っている維持管理の内容を提示

します。  

 

１ 指定管理料の考え方 

維持管理運営費から施設運営収入を差し引いた差額を指定管理料と考えます。ただ

し、利用料金減免、修繕費、備品費及び受託事業経費は精算の対象となります。 

 なお、新型コロナウイルス感染症対策として、令和３年度は下記のとおり利用時

間・営業時間の短縮および施設の休館対応を行っております。 

 また、大ホール等天井改修工事のため、令和６年度から令和７年度かけて、下記の

とおり施設の利用を休止しています。 

 

【市民会館】 

新型コロナウイルス感染症対策による営業時間の短縮および施設の休館対応 

期 間 対 応 

令和３年５月 12日から６月 20日まで 利用時間の短縮（午後８時まで） 

令和３年８月８日から８月 27日まで 利用時間の短縮（午後８時まで） 

令和３年８月 28日から９月 12日まで 休館（受付業務のみ午後８時まで） 

令和３年９月 13日から９月 30日まで 
利用時間の短縮（午後５時まで） 

開館時間の短縮（午後８時まで） 

 

大ホール等天井改修工事による施設の利用休止 

（大ホール、主催者事務室、控室（１）、控室（２）、練習室） 

期 間 対 応 

令和７年１月 29日から 11月 30日まで 利用の停止 

 

【ふれあい工房】 

新型コロナウイルス感染症対策による営業時間の短縮および施設の休館対応 

期 間 対 応 

令和３年８月 28日から９月 12日まで 休館（受付業務のみ午後５時まで） 

 

２ 施設運営収入 

施設運営収入について過去 4年間の実績は次のとおりです。 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

利用料金収入 21,670,190円 24,932,675円 26,070,400円 25,816,070円 
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受託事業収入 15,231,150円 16,501,500円 21,302,820円 29,102,860円 

料金収入合計 36,901,340円 41,434,175円 47,373,220円 54,918,930円 

                          ※実績については消費税込み 

【参考】                 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

自主事業収入 10,721,261円 14,320,348円 16,770,214円 19,698,643円 

 

３ 維持管理運営費 

維持管理運営費について、過去 4年間の実績は次のとおりです。 

歳 出 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 備 考 

人 件 費 43,199,763円 39,889,476円 42,098,534円 47,630,850円  

消耗品費 1,545,726円 897,767円 1,155,406円 1,415,537円  

印刷製本費 1,404,049円 1,423,187円 1,465,973円 1,957,870円  

光熱水費 20,353,772円 33,942,513円 32,259,699円 30,288,906円  

修 繕 料 5,605,325円 5,498,830円 5,497,900円 5,135,697円  

通信運搬費 650,024円 627,514円 591,700円 550,739円  

保険料 196,200円 196,200円 196,200円 196,200円  

委託料 41,379,412円 41,458,111円 41,747,845円 43,781,945円  

使用料および

賃借料 
2,046,473円 1,962,219円 1,928,863円 2,000,641円  

備品購入費 1,098,360円 1,481,945円 693,000円 775,127円  

受託事業費 28,354,150円 23,025,116円 27,078,277円 32,839,198円  

租税公課 4,018,641円 5,043,742円 5,061,600円 5,913,400円  

そ の 他 17,721,951円 11,562,359円 13,632,700円 10,763,074円 

上記に仕訳

されない科

目で、自主

事業に係る

経 費 を 除

く。 

合 計 167,573,846円 167,008,979円 173,407,697円 183,249,184円  

※消費税込み 

※使用料及び賃借料については、打楽器のリース契約（令和 7年度まで）を含む。 
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【参考】                 

自主事業に

係る経費 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

7,641,266円 9,880,500円 11,701,682円 15,590,009円 

 

４ 光熱水費について 

光熱水費について、過去４年間の実績は次のとおりです。 

 

市民会館 

種別 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

使用量 (上段) 使用量 (上段) 使用量 (上段) 使用量 (上段) 

料 金  (下段) 料 金  (下段) 料 金  (下段) 料 金  (下段) 

電気 
615,071kw 633,099kw 697,954kw 669,260kw 

12,125,960円 22,056,124円 22,859,407円 19,652,108円 

水道 
3,095㎥ 3,373㎥ 3,524㎥ 3,735㎥ 

839,071円 918,886円 962,237円 1,022,815円 

ガス 
73,105㎥ 76,204㎥ 75,755㎥ 76,614㎥ 

6,440,217円 9,825,978円 7,405,669円 8,422,444円 

 

ふれあい工房 

種別 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

使用量 (上段) 使用量 (上段) 使用量 (上段) 使用量 (上段) 

料 金  (下段) 料 金  (下段) 料 金  (下段) 料 金  (下段) 

電気 
28,832kw 27,005kw 29,259kw 30,922kw 

875,402円 1,064,676円 951,866円 1,107,068円 

水道 
200㎥ 210㎥ 245㎥ 255㎥ 

38,057円 39,497円 44,926円 46,726円 

ガス 
20㎥ 20㎥ 17㎥ 20㎥ 

35,065円 37,352円 35,594円 36,645円 

※実績については消費税込み 

※市民会館について、令和７年度に館内のＬＥＤ照明工事を実施する。 

 

５ 維持管理業務の内容 

  現在行われている施設の維持管理業務の内容については次のとおりです。 

【市民会館】 

（１）舞台管理業務（大・小ホール舞台稼働時の舞台管理全般）：開館日 

（２）日常清掃：開館日 

（３）定期清掃（ワックス清掃：４回、ガラス清掃：年２回、カーペット清掃：年１回） 

（４）環境衛生管理（空気環境測定、ねずみ昆虫駆除：年６回、害虫駆除、薬剤散布：

年 2回、水道法第 34条に基づく簡易水道検査：年１回） 
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（５）受水槽清掃（受水槽の清掃及び５項目水質検査）：年１回 

（６）空調設備保守点検（冷暖房切替及び関連設備の点検）：年４回 

（７）舞台設備機構保守点検（大・小ホールの吊り物の点検）：年 12回 

（８）樹木維持管理（剪定・施肥・防除・法面、臨時駐車場の草刈及び処分）：通年 

（９）舞台照明設備保守点検（大・小ホールの照明卓及び関連設備の点検）：年２回 

（10）除草作業（敷地内の手刈りによる草取り及び処分）（通年）※処分費を含む 

（11）エレベーター保守点検（定期点検及び建築基準法に基づく検査）：年４回（訪問）、 

年８回（遠隔） 

（12）浄化槽保守点検（設備点検：週１回、消毒薬投入及び汚泥引抜：年１回） 

（13）消防設備の保守点検（機器及び総合点検、消防署への届出）：年２回 

（14）電気の保安管理・定期点検（漏電等のチェック・停電を伴う点検）：年６回 

（15）舞台音響設備保守点検（大・小ホールの音響卓及び関連設備の点検）：年２回 

（16）警備（夜間防犯及び火災監視）：毎日 

（17）建築設備定期調査（建築基準法第 12条に基づく）：年１回 

（18）特定建築物調査（建築基準法第 12条に基づく）：３年に１回（次回、令和８年） 

（19）建築基準法改正に伴う防火設備点検：年１回 

（20）一般廃棄物収集運搬（可燃１回／週・産業廃棄物 不定期） 

（21）ピアノ保守点検（大・小ホール・リハーサル室・練習室のピアノ保守）：年２回 

（22）自家発・非常用電源保守点検（整流器・蓄電池・発電機の点検）：年２回 

（23）自家発実負荷試験（消防用設備等の点検要領改正に基づく）：年１回 

（24）排煙・換気用高窓保守点検（設備の動作チェック及び微調整）：年２回 

（25）自動ドア保守点検（各装置の点検及び微調整）：年４回 

（26）ポンプ関係保守点検（ポンプの設備の点検及び微調整）：年１回 

（27）防火対象物定期点検（消防法第８条に基づく）：年１回（令和８年度まで。その 

後、特例認定された場合は３年に１回） 

※上記のほか、令和８年度より打楽器の保守点検業務が必要となります。 

 

【ふれあい工房】 

（１） 警備（夜間防犯及び火災監視）：毎日   

（２） 浄化槽保守点検（設備点検、消毒薬投入及び汚泥引抜）：年４回 

（３）消防設備の保守点検（機器及び総合点検、消防署への届出）：年２回 

（４） 空調設備保守点検（フィルター清掃・交換等）：原則週１回 

（５） 陶芸窯の操作・点検：随時 

（６）除草・清掃等（屋内・屋外・ガラス清掃）：開館日 

 

６ 借上料について 

指定管理者がリース契約している物件については、次のとおりです。なお、現在リ

ース契約をしている物件の中で、指定管理期間を越えた期間で契約が行われているリ

ース物件については、契約を引き継ぐものとします。 

【市民会館】 

  ア 複合複写機 ２台（うち１台はコインベンダー式） 

イ トイレ用便所洗浄消臭殺菌器 14個 
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  ウ マット３枚 ２カ月に１回交換   

 

７ 精算項目 

 

（１）特別利用に係る施設使用料 

市などが行う各種事業については、特別利用として利用料金を減免していただき

ますが、特別利用が増加すると指定管理者の収入が減少することから、年度

12,000,000 円（消費税を含む。）を指定管理料に含めて設定し、市が指定管理者に

補填します。なお、減免については実績（電気料金を除く）に施設稼働率を乗じた

金額を精算するものとします。 

 

過去の４年間の稼働率（上段：市民会館、下段：ふれあい工房） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

42.6％ 47.0％ 48.4％ 47.0％ 

52.7％ 54.7％ 53.9％ 54.7％ 

 

 

（２）修繕料 

市は、施設の修繕料の額を指定して指定管理料に含めて支払いますが、不足が生

じた場合は、市との事前協議を条件にその修繕料を追加して支払います。修繕料に

残金が発生した場合、その余剰分を返納していただきます。なお、修繕料は他の項

目への流用はできません。 

 

   算定した修繕料 6,000,000円（消費税を含む） 

 

過去４年間の実績  

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

5,605,325円 5,498,830円 5,497,900円 5,135,697円 

※実績については消費税込み 

 

（３）受託事業費 

市は、受託事業費の額を指定して指定管理料に含めて支払います。残金が発生し

た場合、その余剰分を返納していただきます。なお、受託事業費は他の項目への流

用はできません。 

 

算定した受託事業費 37,509,000円（消費税を含む） 
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（４）備品購入費 

市は、備品購入費の額を指定管理料に含めて支払います。残金が発生した場合、

その余剰分を返納していただきます。なお、備品購入費は他の項目への流用はでき

ません。 

 

   算定した備品購入費 1,100,000円（消費税を含む） 
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第８ その他 

 

１ 関係機関との連絡調整業務 

指定管理者は、市が出席を要請した会議等に出席すること。また、適宜、連絡調整

会議を開催するなどにより、関係機関との連絡調整を図ることとします。 

 

２ 連絡体制の確保 

利用者からの問合せなどの連絡が市に入る場合がありますので、指定管理者は担当 

者の緊急連絡体制を作成し、市へ報告することとします。 

 

３ 指定期間終了時の引継業務 

  指定管理者は、指定期間終了時に、次期指定管理者が円滑かつ支障なく本施設の業

務を遂行できるよう、業務マニュアル等を作成して引継ぎを行うこととします。 

 

（１）引継ぎ業務に係る経費負担 

引継ぎ準備業務及び引継ぎ業務のための業務委託契約は行いません。また、その

必要経費については指定管理者の負担とします。 

 

（２）使用者名義等の変更 

   指定管理者の交替に伴う使用者名義等の変更は、市と協力し、滞りなく行うこと

とします。 

 

４ 駐車場利用料 

  指定管理者の職員（契約及び臨時職員も含む。）が、通勤のためやむを得ず通勤用

車両（二輪を除く。）を恒常的に駐車する場合は、市職員に準じた額を駐車場利用料

（3,350円／人・月）として市へ納入すること。ただし、本施設での勤務期間が 30日

未満の場合や１週間あたりの勤務時間が 20時間未満の方は対象から除きます。 

なお、利用料については、指定管理期間内において見直されることがあります。 

 

５ 損害賠償責任について 

（１）損害賠償責任について 

指定管理者は、本施設の管理業務の履行に当たり、指定管理者の責めに帰すべき

事由により市又は第三者に損害を与えた場合は、その損害を賠償することとしま

す。 

また、その賠償を行うための保険に加入する費用については、指定管理者が支払

うこと。指定管理者に起因する事故において、市がその賠償金、見舞金、損害金な

どの名目で金品を支出した場合は、市は指定管理者に請求できるものとし、指定管

理者はこれに異議なく応じることとします。 

 

（２）損害賠償責任保険の加入について 

指定管理者は、市が加入する「全国市長会総合賠償補償保険」の被保険者とみな

され、地方自治法第244条の２第３項及び第４項に基づく指定管理業務を行う場合
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は、当該保険の賠償責任保険の対象となります。 

なお、指定管理者が行う自主事業については上記保険の対象外となるため、指定

管理者が自主事業の実施に当たり保険に加入する場合の必要経費は、指定管理者の

負担とします。 


